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平成２９年度審査請求（市長）第７号の３

裁 決 書

審査請求人 住所 ○○○

氏名 ○○○ 様

代 理 人 住所 ○○○

氏名 ○○○ 様

処 分 庁 野田市長 鈴木 有

審査請求人が平成２９年７月２８日に提起した処分庁による平成２９年７月

１４日付け野児保第２０５号による保育料変更決定（以下「本件処分」という。）

についての審査請求（以下「本件審査請求」という。）について、次のとおり

裁決する。

主 文

本件審査請求を棄却する。

事案の概要

１ 審査請求人の元夫は、平成２９年１月１１日、審査請求人との間の子（以

下「本件子」という。）について、野田市子どものための教育・保育給付支

給認定申請を行い、同支給認定を受けていた。

審査請求人は、平成２９年６月１４日付けで離婚したことにより、支給認

定保護者を元夫から親権者である審査請求人に変更する「野田市子どものた

めの教育・保育給付支給認定申請内容変更届」を提出し、同届は同月２２日

付けで受理された。

２ 処分庁は、前記変更届受理後、審査請求人が離婚した事実及び審査請求人

が親権者である事実を確認後、審査請求人に対し、平成２９年７月１４日付

け野児保第２０４号により保護者変更の決定を通知した。また、併せて同日

付け野児保第２０５号の保育料変更通知書により、保育料を月額８，４００
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円から２４，１００円への変更を通知した。

３ 平成２９年７月２８日、審査請求人は、前記変更通知を受けた保育料を月

額０円（階層区分Ｂ）へ変更するよう求めて本件審査請求を行った。

審理関係人の主張の要旨

１ 審査請求人の主張

審査請求書、反論書及び意見書における審査請求人の主張は、おおむね次

のとおりである。

保育料の算定に当たっては、次に掲げる理由により、本件子の祖父の収入

を算定の対象とすべきではない。

(1) 同居の親族である本件子の祖父は、本件子の扶養者ではない。野田市

が家計の主宰者と認定している本件子の祖父は、経済的に独立して生活

を営んでおり、所得税・住民税の申告において、審査請求人及び本件子

を扶養親族としていない。

(2) 民法第８７７条に定める扶養義務は、裁判所が特別の事情があるとき

に決定する以外は、第三者が扶養義務を負わせることは妥当ではない。

また、同居親族は、「経済的扶養義務を負うものではない」という民法

第７３０条の規定が考慮されていない。

(3) 子ども医療費助成受給券の更新の際には、審査請求人の住民税額が算

定対象となっていることと整合しない。

(4) 児童福祉法第５６条「その世帯の家計に甚大な影響を及ぼすこと」の

観点を判定基準に考慮する必要がある。

(5) 国の指針では、扶養義務者である主宰者認定基準は、各自治体の判断

に委ねており、秋田県美郷町では、税法上、健康保険等での扶養を考慮し

た「実質基準」で判定している。また、長野市では、児童福祉法第５６条

の規定の趣旨から、同様の実質基準で判定している。

２ 処分庁の主張

(1) 本件処分に係る法令等の規定、通知、基準等について

ア 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

附則第６条第１項において、保育認定子ども（支給認定子どものうち、
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法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する者を

除いたものをいう。以下同じ。）が法附則第６条第１項に規定する特

定保育所から法第２７条第１項に規定する特定教育・保育（保育に限

る。以下同じ。）を受けた場合については、法附則第６条第１項に規

定する保育費用を当該特定保育所に委託費として支払うこととされて

いる。

イ 法附則第６条第４項において、保育費用の支払をした市町村の長は、

保育認定子どもの支給認定保護者又は扶養義務者から、保育費用をこれ

らの者から徴収した場合における家計に与える影響を考慮して特定保育

所における保育に係る保育認定子どもの年齢等に応じて定める額を徴収

するものとされている。

ウ 野田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等に関す

る規則（平成２７年野田市規則第２９号。以下「保育料規則」という。）

第２条において、法附則第６条第４項の規定により保育費用を支給認

定保護者又は扶養義務者から徴収した場合における家計に与える影響

を考慮して特定保育所における保育に係る保育認定子どもの年齢等に

応じて市が定める額を「保育料」と規定し、同規則第４条第１項第２

号において、法第１９条第１項第２号に該当する支給認定子どもの保

育料の額は「別表第２に定める額」とされている。

エ 保育料規則別表第２の備考の２において、「所得割の額」とは、地方

税法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の規定を適用するものと

されている。

オ 子ども・子育て支援法施行令の一部を改正する政令及び子ども・子育

て支援法施行規則の一部を改正する内閣府令の公布について（通知）

（平成２７年３月３１日付け府政共生第３４７号、２６文科初第１４６

２号、雇児発０３３１第１９号。以下「国通知」という。）において、

所得割課税額等の算定に当たっては、基本的には支給認定保護者及びそ

の配偶者それぞれの課税額の合計で判定を行うこととするが、当該者以

外の者（祖父母等）が家計の主宰者と判断される場合には、その者の課

税額も含め判定を行うこととされている。
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カ 野田市では、国通知を踏まえ、下記の条件全てに該当する場合は、同

居の祖父母等のうち総収入が多い者を家計の主宰者として、その者の税

額を父母の税額に合算し、保育料を算定するものとしており、このこと

については、保育所等入所案内に記載している。

(ｱ) 祖父母等と同居していること。

(ｲ) 父母において昨年の収入合計が１８５万円（ひとり親世帯は、１

６０万円）未満であること。

(ｳ) 祖父母等のいずれかの収入が、父母の収入合計を上回ること。

(2) 本件処分について

ア 家計の主宰者について

家庭状況に変更があったことから、保育料の変更に関する調査を行っ

た結果、上記(1)のカの基準により、本件子の祖父を家計の主宰者とし

て認定し、保育料を算定することとなった。

(ｱ) 変更前

審査請求人及び審査請求人の元夫の平成２８年の収入合計が１８５

万円を超えているため、同一住所地に審査請求人及び審査請求人の元

夫の収入合計を上回る本件子の祖父が同居している場合であっても、

当該祖父の収入は保育料の算定に影響しない（同基準の(ｲ)の要件を

満たさないため。）。

(ｲ) 変更後

離婚により審査請求人の元夫の収入を除くと、同基準の(ｲ)の要件

を満たすこととなる。また、同一住所地に審査請求人の収入を上回る

本件子の祖父が同居しているため、同基準の(ｱ)及び(ｳ)の要件にも該

当する。このため、家計の主宰者を本件子の祖父と認定する。

イ 保育料の算定について

家計の主宰者として認定した本件子の祖父及び審査請求人の市民税所

得割額を合計した上で保育料を算定し、平成２９年７月１４日付けの

保育料変更通知書により、保育料の変更を決定し、審査請求人に通知

した。

(3) 審査請求の理由に対する説明
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ア 家計の主宰者の認定及び保育料の算定については、上記のとおり、適

切になされている。

イ 野田市が定める祖父母等を家計の主宰者と判断する基準及び当該基準

に基づく事務処理については、会計検査院の会計実地検査において審査

される。野田市の基準及び当該基準に基づく個々の保育料の具体的な算

定については、平成２９年１月に行われた会計実地検査において審査さ

れたが、いずれも適正であると判断された。

ウ 審査請求人は、子ども医療費の自己負担金の算定方法と保育料の算定

方法が異なることを疑問視しているが、子ども医療費の自己負担金の算

定方法は野田市子ども医療費の助成に関する規則（平成１５年野田市規

則第１号）に基づくものであり、保育料の算定根拠とは異なるものであ

る。

以上のことから、本件処分に違法又は不当な点はない。

理 由

審査庁は、平成２９年１１月２２日付けで、本件審査請求について、行政不

服審査法（平成２６年法律第６８号）第４３条第１項の規定に基づき、野田市

行政不服審査会（以下「審査会」という。）に諮問した。

審査会は、平成３０年２月７日付けで、審査庁に対し答申した。

答申により示された本件審査請求に対する審査会の判断は、次のとおりであ

る。

１ 本件処分の適法性又は相当性について

変更後の平成２９年７月分及び８月分の保育料は、家計の主宰者を本件

子の祖父と認定した場合、保育料規則別表第２に規定する額のとおりであ

り、その手続自体に違法又は不当な点は認められない。よって、本件処分

の争点は、審理員意見書のとおり、本件子の祖父の市民税所得割額を考慮

して保育料を算定することが違法又は不当といえるか、という点であると

判断する。

野田市は、国通知に記載されている『所得割課税額等の算定に当たって

は、基本的に支給認定保護者及びその配偶者それぞれの課税額の合計で判
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定を行うこととするが、当該者以外の者（祖父母等）が家計の主宰者と判

断される場合には、その者の課税額も含め判定を行うこととする。』を踏

まえ、祖父母等と同居していること、父母において昨年の収入合計が１８

５万円（ひとり親世帯は、１６０万円）未満であること及び祖父母等のい

ずれかの収入が父母の収入合計を上回ることの三つの条件の全てに該当す

る場合は、同居の祖父母等のうち総収入が多い者を家計の主宰者と認定し、

その者の税額を父母の市民税所得割課税額に合算し、保育料を算定するこ

ととしている。この保育料を算定する際の家計の主宰者を認定する取扱い

（以下「認定基準」という。）については、保育所等入所案内に記載し、

公表している。

審査請求人は、本件子の祖父を家計の主宰者として認めることができな

い理由として、本件子の祖父は経済的に独立して生活を営んでおり、所得

税・住民税の申告において審査請求人及び本件子を扶養親族としていない

こと並びに民法第８７７条に定める扶養義務は裁判所が特別の事情がある

ときに決定する以外は第三者が扶養義務を負わせるのは妥当でないこと及

び同居親族は経済的扶養義務を負うものではないという同法第７３０条の

規定が考慮されていないことを挙げている。しかし、本件処分における認

定基準は、保育料の算定のために野田市が決定しているものであって、他

の法令の解釈と必ずしも一致する必要はない。認定基準と子ども医療費の

助成制度が異なることについても、子ども医療費の助成制度は野田市子ど

も医療費の助成に関する規則（平成１５年野田市規則第１号）に基づいて

行われているものであり、それぞれの根拠法規を異とすることから、算定

方法が異なることを理由として認定基準が違法又は不当であるということ

はできないと判断する。

また、審査請求人は、保育料の算定に当たり家計に与える影響を考慮し

ているとはいえないと主張している。しかし、認定基準は、国通知に基づ

き、野田市が保育料の算定に当たり家計に与える影響を考慮した上で決定

しているものであって、市の裁量に属するものであり、その内容について

も国通知から逸脱しているとは認められないことから、当該認定基準に基

づいて本件子の祖父を家計の主宰者として認定し、保育料を算定した本件
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処分が違法又は不当であるということはできないと判断する。

このほか、審査請求人は、税法上での扶養を考慮した認定基準を採用し

ている他の自治体の例を挙げている。しかし、審査請求人が例に挙げた認

定基準は、もとより、それぞれの自治体において決定されたものであって、

審査請求人が承知しているかは不明ではあるが、その主張は、他の自治体

で採用しているような認定基準を野田市でも採用するよう求める要望に過

ぎない。このため、審査請求人の主張は採用できない。

審査庁は、審査会の答申を尊重して、審査会の考え方と同様の理由により、

本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法第４５条第２項の規定に

より、主文のとおり裁決する。

平成３０年４月６日

審査庁 野田市長 鈴 木 有

教示

１ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長

となります。）、裁決の取消しの訴えを提起することができます。

ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした

処分が違法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできま

せん。

処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に、市を被告として（訴訟において市を代表す

る者は市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。

２ ただし、上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起

算して１年を経過した場合は、裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴え

を提起することはできなくなります。なお、正当な理由があるときは、上



8

記の期間やこの裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であ

っても裁決の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。






